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令和３年度大学教育再生戦略推進費1 

「大学の世界展開力強化事業」公募要領 

 ‒アジア高等教育共同体（仮称）形成促進‒ 
 

INTER-UNIVERSITY EXCHANGE PROJECT 
Support for promoting the establishment of Asian Higher Education Community  

 
１.大学の世界展開力強化事業（以下「本プログラム」という。）の背景・目的 

 

 国境を越えた大学間競争が激化する一方で、大学間の国際的な連携・協力や、高等教育システムの調和

を基礎とした国際協力も進展しています。 

既に人類が抱える課題は国境を越えたものとなっており、学術研究を継承・発展させ、人類普遍の価

値を常に生み出し提供し続ける高等教育を維持・発展させるためには、課題解決等に協力して当たるた

めの人的、物的資源の共有化による「共創」「協創」という考え方が一層重要となっています。 

 大学の世界展開力強化事業では、平成２３年度の事業開始以来、アジア諸国、米国、ロシア、イン

ド、欧州及び中南米、トルコ等と、対象とする国・地域を毎年増やしていき、昨年度はアフリカ諸国を

新たに対象とすることで、地球規模における大学・学生間交流を通じ、国際的な高等教育のネットワー

クを強固にしてまいりました。 

  

 このような中にあって、特に我が国にとって近隣国である中国と韓国との日中韓三カ国の間では、政

府間合意に基づく質の保証を伴った大学間交流事業、いわゆるキャンパス・アジア事業を平成２３年度

からパイロットプログラム（第１モード）として開始し、平成２８年度からの本格実施（第２モード）

においても、大学の世界展開力強化事業において財政支援を継続的に実施し、強固な国際交流に努めて

います。 

 この間、令和元年９月の第７回日中韓大学間交流・連携推進会議においては、キャンパス・アジアを

他のアジアの国・地域へ拡大し、アジア全域で質の保証を伴った大学間交流を活発化させるため、アジ

ア地域の共同体を意味する「Asia for All」（仮称）という理念を我が国から提案し、その重要性につ

いて合意がなされるとともに、令和２年１月の第３回日中韓教育大臣会合においても質保証の重要性を

認識しつつ、キャンパス・アジア拡大スキームの理念及び大枠の方向性について歓迎されたところで

す。 

 そして、我が国の高等教育機関等における外国人留学生の受け入れ数は、アジア諸国・地域の出身学

生が多数を占めるとともに、海外の大学等に在籍する日本人留学生においても地域別ではアジアが最も

多く、我が国とアジアの大学間の学生交流の重要性は極めて高いものと位置づけています。 

 

 こうした背景から、令和３年度予算においては、日中韓という東アジアの主要三カ国が他のアジア諸

国・地域と協調しながら、相互理解や将来にわたる友好関係の基盤となる教育・文化交流を促進すると

ともに、アジア地域全体の経済発展や外交・安全保障に対する貢献、ひいてはアジアの平和的発展も視

野に入れ、アジア諸国における大学間国際ネットワークを背景とした高等教育共同体の形成を目的とし

て、我が国とアジア諸国の大学の連携による質の保証を伴った教育研究プログラムを実施する事業に対

して、重点的に財政支援を行います。 

 

 

 

  

                                            
1 「大学教育再生戦略推進費」（以下「再推費」という。）とは、教育再生実行会議や中央教育審議会等において提言された大学教育の質の向上に関する改革を推進するため、設置形態を越えた競

争的環境の下で、世界をリードする教育研究拠点の形成や革新的・先導的な教育研究プログラムの開発に関する大学の優れた取組を重点的に支援する補助金。 
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２.プログラムについて 

 

（１）申請対象となる事業 

 

本プログラムにおける公募は、日中韓三カ国が合意したキャンパス・アジア「以下（ＣＡ）とい

う。」及びキャンパス・アジアプラス「以下（ＣＡプラス）という。」の基本的な枠組み（※）を

踏まえた、以下の取組を実施する事業を対象とします。また、日中韓三カ国が合意したＣＡを基本

にＡＳＥＡＮを中心とした他のアジアへの拡大という趣旨を踏まえれば、ＣＡプラスが推奨されま

すが、第２モードにおけるグッドプラクティス等を参考に発展的なプログラムを提供する場合にお

いて、ＣＡへの申請を可能とします。 

また、日中韓を対象とした事業としては、パイロット（第 1 モード）・本格実施（第２モード）

を経てきており、本公募においては、第２モードまでの採択大学におけるＣＡの成果の横展開とし

て、これまで「大学の世界展開力強化事業」に採択されたことのない大学における大学全体の国際

化展開の起爆剤となるような取組に対しても積極的に支援することとします。 

 

 

【タイプＡ：継続コンソーシアム（平成２８年度大学の世界展開力強化事業タイプ A-①または A-

②対象）】 

（タイプＡ①：ＣＡプラスプログラム）（推奨） 

日中韓三カ国にＡＳＥＡＮ（ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミ

ャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム。以下同じ。）の大学を加えた四カ国・

地域以上の大学間コンソーシアムを指します。 

 

 

（タイプＡ②：ＣＡプログラム） 

既に日中韓三カ国の連携大学間で実施している大学コンソーシアムを継続するのではなく、こ

れまでの取組を基に発展的なプログラムを提供する場合において認められます。 

なお、ＣＡに申請する場合、他大学（第１・２モードにおいて採択された大学を除く。）との

連携による国内２大学以上の構想となっていることを要件とします。 

 

 

【タイプＢ：新規コンソーシアム】 

（タイプＢ①：ＣＡプラスプログラム）（推奨） 

日中韓三カ国にＡＳＥＡＮの大学を加えた四カ国・地域以上の大学間コンソーシアム（タイプ

Ａのコンソーシアムを除く）を指します。 

 

 

（タイプＢ②：ＣＡプログラム） 

日中韓三カ国による大学コンソーシアムを指します。（ただし、第２モードまでのグッドプラ

クティスを参考に発展的なプログラムを提供する場合において認められます。） 

なお、第１・２モードにおいて採択された大学が申請する場合、他大学（第１・２モードにお

いて採択された大学を除く。）との連携による国内２大学以上の構想となっていることを要件と

します。 
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本プログラムへの申請対象となる事業の計画（以下「事業計画」という。）は、以下の内容を踏ま

えたものとしてください。  

※以下の基本的枠組みについては中国及び韓国政府と調整中のためペンディング（Ｐ）。 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

※キャンパス・アジア（ＣＡ）の基本的枠組み 

①参 加 国：日本、中国及び韓国 

②レ ベ ル：学部レベル、大学院レベル 

③交流プログラムの概要：分野は問わない。学部レベルでは共通カリキュラムを基本とした１ 

           セメスター以上の交流、大学院レベルではジョイント・ディグリー 

やダブル・ディグリーを実施する交流が推奨される。 

④交 流 期 間：３ヶ月以上の交流が推奨される。 

⑤学 生 規 模：相互利益の原則に基づき、参加国間で学生の派遣数と受入数のバラ 

            ンスをとり学生交流を行う。 

⑥学 生 支 援：交流に関しては授業料の相互免除を原則行う他、以下の支援を行う

ことが推奨される。なお、奨学金については、１事業につき年間１

０人の参加学生に対し、支援を行うことが推奨される。 

          （受入国の負担）滞在費（宿舎費） 

（派遣国の負担）奨学金、学生の渡航費 

⑦質 保 証：３国の質保証機関による質保証に関する取組を実施する。「日中韓

の質の保証を伴った大学間交流に関するガイドライン」を参照す

る。 

※キャンパス・アジアプラス（ＣＡプラス）の基本的枠組み 

①参加 国及び大 学：日本、中国及び韓国の他、ASEAN の大学。 

②レ ベ ル：学部レベル、大学院レベル 

③交流プログラムの概要：分野は問わない。学部レベルでは共通カリキュラムを基本とした１ 

           セメスター以上の交流、大学院レベルではジョイント・ディグリー 

やダブル・ディグリーを実施する交流が推奨される。 

④交 流 期 間：３ヶ月以上の交流が推奨される。 

⑤学 生 規 模：相互利益の原則に基づき、参加国間で学生の派遣数と受入数のバラ 

            ンスをとり学生交流を行う。 

⑥学 生 支 援：交流に関しては授業料の相互免除を原則行う他、以下の支援を行う

ことが推奨される。なお、奨学金については、１事業につき年間１

０人の参加学生に対し、支援を行うことが推奨される。 

          （受入国の負担）滞在費（宿舎費） 

（派遣国の負担）奨学金、学生の渡航費 

ただし、ASEAN の大学については、財政状況を考慮し、コンソーシア

ム独自の覚書の締結によって、例外が認められる。 

⑦質 保 証：３国の質保証機関による質保証に関する取組を実施する。「日中韓

の質の保証を伴った大学間交流に関するガイドライン」を参照す

る。 
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遵守事項 

※国内の大学と連携して申請する場合は、その連携大学における取組状況も審査の対象となり

ます。 

（タイプＡ・Ｂ共通） 

以下の取組を遵守するようにしてください。 

  ○ 各大学の中長期的なビジョンのもと、我が国と連携相手国の大学間において、日本人学生の

海外留学及び外国人学生の受入の双方向の交流を促進するプログラムであること。 

○ プログラムの実施により、例えば以下のような単位の相互認定や成績管理等の質の保証を伴

った交流プログラムの実現を目指すものであること。 

－高等教育制度の相違を超えた、質保証の共通フレームワークの形成 

－単位の相互認定、共通の成績管理の実施 

－学修成果や教育内容の可視化 

○ 将来の日・アジア関係を見据え、各国間における連携強化に資する観点から、社会的・文化

的・経済的認識に根ざした、各国間の架け橋となる高度専門人材やリーダーの育成を実施する

質の高い教育連携プログラムであること。 

○ 本事業は、プログラムを実施する学部等のみならず、全学的な協力体制の下でプログラムを

構築すること。 

○ 申請大学（国内連携大学含む）が、これまでに「大学の世界展開力強化事業」に採択されて

いない場合、本事業が申請大学組織全体に与えるインパクトについて、具体的かつ客観的・計

画的に示されていること。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、以下の取組を遵守するようにしてくださ

い。 

  ○ 初年度（令和３年度）については、交流相手先国・地域の感染状況を踏まえ、渡航を伴う学

生交流プログラムを実施するか慎重に検討すること。（渡航を伴う交流プログラムの実施に備

え、かつ、新型コロナウイルス感染症を原因とする渡航制限という状況下であっても交流機会

を確保することを念頭に、自国にてオンライン2で交流プログラムや準備教育を行うことは構

いません。） 

○ 学生の渡航を伴う交流プログラムの実施を判断する場合には、外務省及び各国の渡航制限並

びに入国後の行動制限等を踏まえた各大学の方針に則り行うこと。 

○ 教職員についても渡航する場合は、外務省や各国の渡航制限情報、入国後の行動制限情報に

十分留意すること。 

  ○ 入国後、一定期間、隔離措置が講じられることを前提に、当該環境でも継続的に事業が進め

られるような交流プログラムとするとともに、学生の心身のケアに最大限の注意を払うこと。 

○ 初年度に限らず、オンラインによる交流を有効活用し、交流プログラムを停滞させないだけ

でなく、プログラムの効果を増大させるよう留意すること。 

 

（タイプＡ） 

  ○ 第２モードまでに準備を進めてきている参加学生の同窓会ネットワークについて、ＣＡプラ

スや発展的なＣＡの交流プログラムにおいても活用する計画となっていること。 

  ○ 第２モードまでの成果や実績（例：学生交流プログラムを一部局の取組から全学へ拡大、中

国や韓国の大学との合同教授会の実施や共同カリキュラムの構築による教務システムの改革

等）を広く社会に対して情報発信していること。 

 

（タイプＢ） 

  ○ 新規コンソーシアムであっても、初年度（令和３年度）から海外連携大学との間で学生交流

                                            
2 大学設置基準第２５条第２項において規定する「多様なメディア」等を活用した、対面でなくても授業やプログラムの実施が

可能な状態を指す。 
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を開始することが望ましいが、遅くとも事業２年度目（令和４年度）から、学生交流を始めら

れるよう準備すること。 

 

 

（タイプＡ①・Ｂ①共通）  

  〇 日中韓及びＡＳＥＡＮの大学については、ＡＳＥＡＮ＋３の枠組みにおいて策定される関連

のガイドライン（学生交流と流動性に関するガイドライン（別添４）及び留学生の学修履歴の

ための成績証明書および補足資料に関するガイドライン（別添５））に基づく学生交流を実施

すること（海外の連携大学にもガイドラインに基づいた取組になるように促すこと）。特に、

AACS(Asian Academic Credits)、UCTS（UMAP Credit Transfer Scheme)などのように、国際的

に認知された単位認定の考え方に準拠することが望ましい。ただし、本公募要領の内容と異な

る記載については、本公募要領における定めが優先される。 

 

留意・推奨事項 

※国内の大学と連携して申請する場合は、その連携大学における取組状況も審査の対象となり

ます。 

（タイプＡ・Ｂ共通） 

申請に当たっては、上記の内容のほか、次に掲げる各事項に留意して交流プログラム（事業計画

の中で大学等が実施しようとする具体的な交流活動）を計画することが求められます。 

○ 参加する学生は、日本との 2 国間交流だけでなく、すべての連携相手国の大学で学ぶことが

推奨される。 

○ 透明性、客観性の高い厳格な成績管理（ルーブリック等を用いた各授業科目の到達目標の具

体的な達成水準の明確化や教務に関する委員会の点検等を通じた事後的に検証する仕組みの

構築など。）、コースワークを重視したカリキュラムの構成、学生が履修可能な上限単位数の

設定、学修目標の明確化、学修成果の可視化と出口管理の厳格化に努め、単位の実質化を重視

していること。  

 ○ 交流プログラムを実施するに当たり、単位の付与・相互認定や成績管理、学位授与に至るプ

ロセスが明確になっていること。 

○ 短期の交流から学位取得を見据えた長期の交流、オンラインを活用した教育まで様々な形

態の交流を見据え、大学間交流の発展に繋がるような柔軟で発展的な交流プログラムの構成

となること。 

○ オンラインを活用した教育プログラムによる、国際交流経験者の増加、新たな留学生層や長

期交流者掘り起こしの工夫が計画されていること。実渡航による交流（交流期間は３ヶ月以上

を推奨）が本事業の基盤であることに留意しつつ、実渡航による交流に「オンライン教育の特

性を最大限に活かした教育（※）」を組み合わせた Blended/Hybrid 教育プログラムの構築に

より、留学の効果を高めることが望ましい。 

 ※例 

・オンラインであっても、グローバルな交流・学修や、世界水準、最新研究・情報をもとにし

た教育指導（フィードバック）が日常化された教育環境。 

・国境を越えた教員間で計画・構造化された教育プログラムによる教育進捗の可視化と日常的

な効果検証がなされる仕組の構築。 

・１対１にとどまらず、１対多国間など様々な形態の交流。 

  ○ オンラインを活用した教育プログラムの構築にあたっては、設計段階から教育の質の保証の

観点に充分に留意し、当該教育プログラムの到達目標に対して教育効果を客観的に説明でき

るものとなっていること。 
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○ ダブル・ディグリー、ジョイント・ディグリーを設計する場合には、中央教育審議会大学分

科会大学のグローバル化に関するワーキンググループ「我が国の大学と外国の大学間におけ

るジョイント・ディグリー及びダブル・ディグリー等国際共同学位プログラム構築に関するガ

イドライン」（平成２６年１１月）を踏まえたものとなっていること。 

○ 優秀な外国人材や留学生の獲得と学習成果の可視化を推進するためのインフラとして、成

績証明書類等の電子化に取り組むことが望ましい。 

○ 必要に応じて地域の企業・経済団体、自治体等とプログラム構築等において連携・協力し、

学生の派遣・受入に当たってはインターンシップ等の機会を提供する教育交流プログラムで

あること。 

○ 本事業の実施に伴う外国人学生の受入及び日本人学生の派遣の拡大に備え、留学支援員の

配置、留学先や奨学金情報の提供、言語・生活サポート等、大学における支援体制の整備を図

ること。 

○ 海外に渡航・滞在する日本人学生の安全に、十分配慮された計画となっていること。 

○ 中央教育審議会大学分科会国際的な大学評価活動に関するワーキンググループ「国際的な

大学評価活動の展開状況や我が国の大学に関する情報の海外発信の観点から公表が望まれる

項目の例」（平成２２年５月）が掲げる、国際的な活動に特に重点を置く大学において公表が

望まれる項目について、大学のグローバル化に向けた戦略的な国内外への教育情報の発信が

行われていること。 

○ 本事業の達成目標について、国民に分かりやすい形で具体的な目標を設定していること。ま

た、プログラムの社会的・国際的通用性を示すものとなっていること。 

○ 目標の設定に当たっては、事業計画において養成しようとする人材像を明確に設定すると

ともに、それを踏まえて、アウトプット及びアウトカムに関する具体的な達成目標を設定して

いること。 

○ 特に継続コンソーシアムの目標設定について、各大学のこれまでの実績（国際交流プログラ

ムの効果及び参加卒業生の進路等）をエビデンスとして、その成果やギャップをもとに設定さ

れることが望まれる。 

○ 事業計画の策定に当たり、その妥当性・実現性が具体的に示されていること。 

○ 補助期間終了後も継続的かつ発展的に質の保証を伴った事業が実施されるものとなってい

ること。 

○ 資金計画が、経費や規模の面で合理的なものであること。 

 

（２）選定件数 

     タイプＡ・Ｂあわせて２０件程度。（以下のイメージ図を参照。） 

     ただし、申請の状況等により予算の範囲内で調整することがあります。 

 

 選定件数 

タイプＡ（継続コンソーシアム） 
Ａ①（ＣＡプラス） １０件程度 

Ａ②（ＣＡ） 

１０件程度（合計） 
タイプＢ（新規コンソーシアム） 

Ｂ①（ＣＡプラス） 

Ｂ②（ＣＡ） 

 

（３）補助期間 

最大５年間。ただし、国の財政事情等によりこれを必ず保証するものではありません。 
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（４）事業規模 

 補 助 金 基 準 額： タイプＡ①またはＢ① 年間 １，５８０万円 

           タイプＡ②またはＢ② 年間 １，３００万円 

補助 事業上限 額： 設定しません。 

 

① 事業の審査に当たり、計上している額の多寡のみで優劣が生じることはありません。 

➁ 事業の規模や費用対効果等を勘案し、真に必要な額を計上してください。経費の妥当性、

不可欠性も審査の対象となります。そのため、明らかに過大、不必要な経費を計上している

場合は評価に影響することになります。 

③ 総事業費が補助金基準額を超える場合、補助金基準額との差額は原則として、自己負担と

なります。 

④ 次年度以降の補助金基準額については、予算の範囲内で調整する場合があります。 

⑤ 補助期間終了後は自立的に事業を継続することを前提としており、事業を継続的に実施し

ていくため、本プログラムの補助金配分額については、少なくとも毎年度１０％逓減させる

ことを予定しています。また、各年度の補助金額は、補助金の当該年度の全体予算額を踏ま

え、事業の内容等を総合的に勘案して毎年度決定します。 

⑥ 補助期間中に事業実施体制を整備し、補助期間終了後は自立的に事業を継続できる計画を

策定してください。このため、補助期間終了後も継続的な事業の実施を実現するために、補

助期間中の自己資金比率をどのように高めていくのか等を明確にしてください。 

 

３.申請資格・要件等 

 

（１）申請者等 

①  対象機関 

我が国の国公私立大学3を対象とします。 

② 事業者・申請者 

事業者は設置者、申請者は学長とし、本プログラムへの申請は、文部科学大臣宛に行うこ

ととします。なお、国内の大学等が複数連携して実施する取組の場合には、主となる１つの

大学が代表して申請することとします。 

③ 申請単位 

申請は、大学を単位とします。それ以外の単位（学部、学科、研究科、専攻、専攻課程、

専攻科、別科）で申請することはできません。 

④ 事業責任者 

事業の実現に中心的役割を果たすとともに、その実現に責任を持つ事業責任者を選任し

てください。なお、事業責任者は大学に所属する常勤の役員又は教員とします。 

 

（２）申請可能件数 

タイプＡ：各継続コンソーシアムにつき、①か②のいずれか１件です。 

タイプＢ：１大学につき、①か②のいずれか１件です。 

また、タイプＡ、タイプＢともに、代表大学（又は国内連携大学）で申請する場合には、他の

コンソーシアムの国内連携大学（又は代表大学）として申請することはできません。（継続コン

ソーシアムの代表大学を除く。） 

 

                                            
3 学校教育法第２条第２項に規定する国立学校、公立学校及び私立学校（学校法人が設置する大学に限る） 
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（３）申請資格 

以下のいずれかに該当する大学（大学院を含む。以下本項において同じ。）は、本プログラム

に申請できません（連携して事業を行う機関も対象です。）。 

（組織運営関係） 

ⅰ） 学生募集停止中の大学 

ⅱ） 学校教育法第１０９条の規定に基づき文部科学大臣の認証を受けた者による直近の評価

の結果、「不適合」の判定を受けている大学 

ⅲ） 次に掲げる表において、上段のいずれかの区分の令和３年度のものを含む直近の修業

年限期間中、連続して下段の収容定員充足率を満たしていない大学 

区分※ 学士課程全体 

収容定員充足率 70％ 

※専門職学位課程、修士課程・博士前期課程及び博士後期課程は対象外 

ⅳ） 「私立大学等経常費補助金」において、定員の充足状況に係る基準以外の事由により、

前年度に不交付又は減額の措置を受けた大学 

ⅴ） 再推費におけるプログラムのうち令和２年度実施の事後評価において、「事業目的が達

成できなかった」等の最も低い評価を受けた大学（対象プログラムは別添２のとおり。） 

ⅵ） 再推費におけるプログラムのうち令和２年度実施の中間評価において、「中止すること

が必要」等の最も低い評価を受けた大学（対象プログラムは別添２のとおり。） 

 

（設置関係） 

ⅶ） 設置計画履行状況等調査において、「指摘事項（法令違反）」が付されている大学 

ⅷ） 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準（平成１５年

文 部 科 学 省告示第４５号）第２条第１号若しくは第２号のいずれかに該当する者が設置

する大学 

ⅸ） 全学の入学定員超過率（設置する学部の入学者数の和／設置する学部の入学定員の和）

が、下記の表１に掲げる平成３０年度から令和３年度の平均入学定員超過率又は令和３年

度の入学定員超過率の基準を満たしていない大学（表１における区分「学部規模（入学定

員）」は、「学部規模（設置する学部の平均入学定員）」と読み替える） 

Ⅹ） 設置する学部のうち、下記次の表１に掲げる平成３０年度から令和３年度の平均入学定

員超過率又は令和３年度の入学定員超過率の基準を満たしていないものが申請事業の取

組対象である大学 

 

  

8



 

 

 

（表１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※大学規模（収容定員）が 8,000 人以上の場合は「1.15 倍未満」を「1.10 倍未満」と読み替える  

   ※「令和３年度大学入学者選抜実施要項」第 14（2）①に記載する、追試験等の設定や追加の受

験料を徴収せずに別日程への振替（以下「追試験等」という。）を行った場合には、令和３

年度の入学者のうち追試験等に合格し入学した者については、本表の入学定員超過率の算定

における入学者数には含めない。 

 

 

（４）申請要件 

本プログラムへの申請を希望する大学及び連携して事業を行う機関となる大学（以下「大学」

という。）は、以下に掲げる内容を、全学（ⅰについては専攻科、別科、研究所、センター等を、

ⅱ～ⅵについては大学院、専攻科、別科、研究所、センター等を除く。）において申請時に達成

しているか、中間評価実施年度末（令和６年３月）までに確実に達成することが申請の要件とな

ります。 

なお、申請の要件は申請時において達成状況を確認するほか、上記の時期に達成していないこ

とが確認された場合は、以降の補助金の減額または打ち切るとともに大学名を公表することがあ

ります。 

（教育改革関係） 

   ⅰ） ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーが各学部

学科等のカリキュラム編成等に反映されているとともに、それらに基づき教育研究活動等

の改善を継続的に行う仕組みを構築していること。 

   ⅱ） 全授業科目において授業計画（シラバス）が作成され、かつその内容として科目の到達

目標、授業形態、事前・事後学修の内容、成績評価の方法・基準が示されていること。 

   ⅲ） ＣＡＰ制※4の採用など、全学生を対象として単位の過剰登録を防ぐための取組が行われ

ていること（ＣＡＰ制を採用している場合は、その上限が適切に設定されていること。）。

ただし、短期大学、高等専門学校を除く。 

   ⅳ） 教育を担当する全教員を対象として、教育技術向上や認識共有のためのファカルティ・

ディベロップメント（ＦＤ）が実施されていること（各年度中に教育を担当する全専任教

員の４分の３以上が参加していること。）。 

                                            
4 単位の過剰登録を防ぐため、１年間あるいは１学期間に履修登録できる単位の上限を設ける制度。 

区分 大学 

大学規模 

（収容定員） 
4,000 人以上 

4,000 人 

未満 学部規模 

（入学定員） 

300 人 

以上 

100 人以上 

300 人未満 

100 人 

未満 

平成３０年度 

～令和３年度 

平均入学定員 

超過率 

1.15 倍 

未満 

1.20 倍 

未満 

1.25 倍 

未満 

1.25 倍 

未満 

令和３年度 

入学定員 

超過率 

1.05 倍 

未満 

1.10 倍 

未満 

1.15 倍 

未満※ 

1.15 倍 

未満 
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   ⅴ） 成績評価において、ＧＰＡ制度5などの客観的な指標を設け、個別の学修指導などに活

用していること。ただし、短期大学、高等専門学校を除く。 

   ⅵ） 文部科学省が通知する「大学入学者選抜実施要項」に規定する試験期日等や募集人員の

適切な設定（推薦入試における募集人員の割合の設定、２以上の入試方法により入学者選

抜を実施する場合における入試方法の区分ごとの募集人員等の明記 等）を遵守している

こと。ただし、高等専門学校を除く。 

（設置関係） 

   ⅶ）設置計画履行状況等調査の対象となっている大学において、「是正意見」（平成３０年度

まで）または「指摘事項（是正）」（令和元年度から）が付されている場合は、当該意見

が付されていない状況となっていること。 

（プログラム関係） 

   ⅷ）安全保障貿易管理に関する内部規定が定められていること（なお、内部規定の必要がない

特別な理由がある場合はその限りではない。）。 

 

４.申請書の作成 

（１）申請書等 

「令和３年度大学教育再生戦略推進費「大学の世界展開力強化事業」申請書等の作成・提出につ

いて」に基づき、本公募要領の内容を十分に踏まえて所定の申請書等を作成してください。 

 

（２）指標の設定 

具体的な事業計画の策定に当たっては、現状分析に基づく定量的な数値目標や実施・達成時期

を必ず設定してください。その際、以下に記載する必須指標を設定してください。 

加えて、計画に基づき必要な任意指標（事業のアクティビティ、アウトプット及び得られるア

ウトカムを数値化した指標）を可能な範囲で設定してください。 

 

（タイプＡ・Ｂ共通） 

①本事業計画における日本人学生の派遣数（単位取得の有無や交流期間、学部・大学院生の

別） 

②本事業計画における外国人学生の受入数（単位取得の有無や交流期間、学部・大学院生の

別） 

③本事業計画における一定の外国語力基準（外部検定試験のスコア等）をクリアする日本人

学生数 

 

  （タイプＡ） 

    ④第２モードまでの間に準備を進めてきた同窓会ネットワークへの参加者数 

    ⑤上記①～④以外で、第２モードまでの実績と比較して発展的な内容となっていることを示

す指標 

 例）・人材育成目標に照らした指標（プログラム参加者の進路等） 

     ・国際交流プログラムの効果測定による達成目標指標 

     ・英語以外（上記タイプ A・B 共通③以外）の交流国言語の修得に関する指標 

 

※学生の派遣・受入数として「実際に渡航する学生」「自国にて国際教育・交流プログラムをオ

                                            
5 Grade Point Average。授業科目ごとの成績をグレード・ポイント（GP）で評価し、その平均を算出して評価を行う制度。 
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ンラインで受講する学生」「実渡航とオンライン受講を行う学生」の数をそれぞれ設定してく

ださい。    

 

（３）資金計画 

① 再掲となりますが、事業の規模や費用対効果等を勘案し、真に必要な額を計上してくださ

い。経費の妥当性や不可欠性も審査の対象となります。そのため、明らかに過大、不必要な

経費を計上している場合は評価に影響することになります。 

➁ 補助期間中に事業実施体制を整備し、補助期間終了後は自立的に事業を継続できる計画を

策定してください。このため、補助期間終了後も継続的な事業の実施を実現するために、補

助期間中の自己資金比率をどのように高めていくのか等（補助金以外に大学独自の奨学金等

を確保する等）を明確にしてください。 

③ 補助期間終了後は自立的に事業を継続することを前提としており、事業を継続的に実施し

ていくため、本プログラムにおける補助金の配分額については、少なくとも毎年度１０％逓

減させることを予定しています。また、各年度の補助金額は、補助金の当該年度の全体予算

額を踏まえ、事業の内容等を総合的に勘案して毎年度決定します。 

   ④ 選定された事業が、文部科学省の大学改革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金、国際

化拠点整備事業費補助金又は独立行政法人日本学術振興会の国際交流事業の補助金等によ

る経費措置を受けている取組と内容が重複する場合、本プログラムの事業として経費措置を

受けることができなくなります。他の経費措置を受けている取組との異同を十分整理した上

で資金計画を策定してください。 

 

（４）その他 

その他、申請書の作成に当たっては、国民への説明責任の観点から、 本プログラムにおける

取組を、養成する人材像等に基づくアウトプット及びアウトカムに関する指標を設定しながら、

具体的かつ明確に記載してください。また、本プログラムによる取組のみならず、大学独自で

実施する取組や補助期間終了後の取組等も含め、徹底した大学教育の改革と質的転換を図るた

めの総合的かつ長期的な計画を策定してください。 

 

５.選定方法等 

 

（１）審査手順 

本プログラムの選定のための審査は、独立行政法人日本学術振興会の「大学の世界展開力強化

事業プログラム委員会（以下「委員会」という。）」において行います。 

審査は、提出された申請書等による「書面審査」を委員会にて行った後、日中韓大学間交流・

連携推進会議における書面等協議によって、事業を実施する大学を含むコンソーシアムを決定

します。文部科学省はこの決定に基づき、選定事業を決定します。具体的な審査方法等について

は、「令和３年度大学の世界展開力強化事業審査要項」を参照してください。これまで本事業に

採択されたことのない大学の参加を促す観点も踏まえた審査を行うこととします。 

なお、選定結果の通知は９月頃（Ｐ）に行う予定です。 

 

（２）委員会による意見 

事業の選定に当たっては、委員会の審議等を踏まえ、留意事項として事業の改善のための取組

を求めるか、又は参考意見を付すことがあります。 

 

11



 

 

 

６.事業の実施と評価等 

 

（１）実施体制 

① 事業は全学的な教育改革の一環として、学長のリーダーシップの下に実施するもの   

とします。そのため、学内のガバナンス体制を確立し、学長は事業全体に責任を持つととも

に、全学的な普及と成果の活用に努めるものとします。 

② 事業の実施状況については、定期的に自己点検・評価を行ってください。自己点検・評価

に当たっては、評価指標の適切性や達成状況などを客観的に評価するため外部評価の仕組み

を構築するなど、適切な体制を整備してください。 

 

（２）事業の評価等 

① 事業については、委員会による毎年度（中間評価実施年度は除く。）のフォローアップ活

動と中間評価、事後評価を実施する予定です。 

➁ 中間評価は補助期間開始から３年目の令和５年度に、事後評価は補助期間終了後の令和８

年度にそれぞれ実施する予定です。 

③ フォローアップ活動及び中間評価の結果は、その翌年度の補助金の配分に勘案されること

があります。また、事業目的や目標の達成が困難又は不可能と判断した場合は、事業の中止

も含めた計画の見直しを求めることがあります。 

④ フォローアップ活動及び中間評価においては、プログラム委員会の審議等を踏まえ、留意

事項として事業の改善のための取組を求めるか、又は参考意見を付すことがあります。５．

（２）に掲げた選定審査時の留意事項又は参考意見と合わせ、これらへの対応状況もフォロ

ーアップ活動、中間評価、事後評価の対象となります。 

⑤ 中間評価及び事後評価の最新の結果は、評価年度の翌年度以降に公募する再推費の新たな

プログラムの申請資格や選定審査に影響することがあります。 

 

（３）成果の発信・普及 

本プログラムによる成果については、国民・社会に対しての説明責任を果たす観点から、国

民を対象とした成果発表会等において発表していただきます。事業の中途段階においても、そ

の実施状況等に係る積極的な情報発信を期待します。 

 

（４）その他 

① 選定された大学は、事業の実施状況について独自の評価を行うに当たり、評価指標の適切性

や達成状況などの事業の進捗状況を把握するため、外部評価の仕組みを構築するなど、補助期

間中及び補助期間終了後の体制を整備していただきます。 

② 選定された大学は、外国人学生の受入れに当たり、当該学生との関係を留学後も適切に継

続していくことが重要であることから、各大学において卒業（又は修了）後の動向を適切に

把握することとします。なお、必要に応じて、文部科学省から各大学に対して情報提供を求

めることがあります。 

 

７．申請書等の提出方法  

（１）提出方法  

「令和３年度大学教育再生戦略推進費「大学の世界展開力強化事業」申請書等の作成・提出に

ついて」に定められた申請書等を、令和３年６月○日（○）から６月○日（○）午後６時まで（Ｐ）

に独立行政法人日本学術振興会が指定する方法により提出してください。期日前の送信提出や郵
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送、持込は認めません。 

本プログラムへの申請と併せて、別途コンソーシアムを形成する各国の各大学から各国それぞ

れが定める提出先（日本における提出先は日本学術振興会）に申請することが必要になりますの

で、コンソーシアムを形成する大学と協議の上、英文による所定の書類（別添６「Joint 

Application Form for the CAMPUS Asia Plus/CAMPUS Asia」（中国及び韓国政府と協議中のた

め未添付））を提出してください。 

 

（２）留意事項  

① 提出された申請書等については、本公募要領に従っていない場合や不備がある場合も、差し替

えや訂正は原則として認めません。 

② 申請書等において、著しい形式的な不備、審査における判断の根本に関わるような重大な誤り

や虚偽の記載、記載漏れ等があった場合、審査の対象外となります。また、虚偽の記載等が認め

られる場合、当該大学について、一定期間、再推費のプログラムへの参画を制限します。 

③ 提出された申請書等は返還いたしませんので、各大学において控えを保管してください。 

④ 選定された事業については、別途、補助金交付手続に関する連絡をします。 

⑤ 事業の計画を記載した調書以外の申請書類は、文部科学省及び独立行政法人日本学術振興会に

おいて審査等の資料として使用しますが、申請者の利益の維持、「行政機関の保有する個人情報

の保護に関する法律」その他の観点から、審査以外の目的には使用せず、内容に関する秘密は厳

守 さ れ ま す 。 詳 し く は 文 部 科 学 省 「 個 人 情 報 保 護 」 WEB サ イ ト

（http://www.mext.go.jp/b_menu/koukai/kojin.htm）を参照してください。 

⑥ 別添○の計画調書と別添○に基づく様式（Joint Application Form for the CAMPUS Asia 

Plus/CAMPUS Asia）との間で齟齬のないように留意してください（万一齟齬のある場合には無効

となります）。 

⑦ 中国、韓国の海外連携大学の事業責任者は、別添○の様式（Joint Application Form for the 

CAMPUS Asia Plus/CAMPUS Asia）を、それぞれの国の審査機関に提出することになっています。

三カ国において同内容の申請書が提出されていない場合には申請が無効となりますので注意し

てください。 

⑧ 申請期間の最終締切日は三カ国で共通ですが、中国及び韓国における募集方法・実施方法の詳

細は、それぞれの国の実施機関において定めることとなっており、我が国と異なる場合がありま

す。詳細については、各国の事業責任者を通じて各国の実施機関に確認してください。 

 

８．補助金の交付等 

 

（１）補助金の交付 

① 選定された事業において、本プログラムの補助金の充当が適当と考えられる事項に対して、国

際化拠点整備事業費補助金（大学の世界展開力強化事業）により、文部科学省から経費措置を行

うこととしています。本プログラムにおいて使用できる経費の種類は、原則として別添３に示す

ものとします。 

② 本事業の選定大学には、別途、独立行政法人日本学生支援機構が実施する海外留学支援制度

（協定派遣型、協定受入型）による奨学金が重点政策枠として措置される予定です。対象人数は

選定後に必要数を調査の上、予算の範囲内で決定します。資格要件等は一般枠と同様です。 

③ 毎年度、事業の進捗状況及び経費の使用実績に関する報告書を作成し、文部科学省に提出し

てください。なお、提出された書類において、事業実施に不十分な部分が認められる場合、又

は経費の使途に疑義がある場合には、文部科学省は事業責任者に対し、改善を求めることとし

ます。 

13



 

 

 

 

（２）補助金の執行に関する留意事項  

補助金の交付を受けた場合、学長、事業責任者及び経理等を行う大学の事務局は、以下のこと

に留意してください。 

① 補助金の執行及び管理 

本補助金の財源は国の予算であるため、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」、

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」等に基づいた適切な経理等を行わな

ければなりません。 

また、調書、交付申請書、報告書等の作成や提出は、学長のリーダーシップの下に行うように

してください。 

② 補助金の執行に係る事務 

補助金の執行に係る事務を適切に遂行するため、大学の事務局が計画的に経費の管理を行うよ

うにしてください。その際、本プログラムの経理については、他の経理と明確に区分し、その収

入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び支出に関する証拠書類を整理し、並びに

これらの帳簿及び書類を当該取組が完了した年度の翌年度から５年間保管してください（帳簿及

び書類については、年度ごとに５年間保管するのではなく、補助期間（最大５年間）の全てにつ

いて、補助期間終了年度の翌年度から５年間保存することに注意してください）。 

なお、設備備品等を購入した場合は、それらが国から交付された補助金により購入されたもの

であることを踏まえ、補助期間中のみならず、補助期間終了後においても、善良な管理者の注意

をもって管理し、補助金交付の目的に従って、効率的に運用してください。 

 ③ その他 

その他法令等、国の定めるところにより、必要な責任を負うこととなります。         

 

（３）補助金における不正等への対応 

不正等が発覚した場合、「国際化拠点整備事業費補助金交付要綱」（平成２１年４月１日文部

科学大臣決定）及び「国公私立大学を通じた大学改革の支援に関する補助金における不正等への

対応方針」（平成２６年４月１日高等教育局長決定）に基づき、以下の措置を講じることとしま

す。 

① 大学に対する措置  

不正等があった補助金について、文部科学省は、大学に対し、事案に応じて、交付決定の

取消し等を行い、また、補助金の一部又は全部の返還を求めます。  

② 教員に対する措置  

不正等があった補助金について、文部科学省は、不正等を行った教員等に対し、事案に応

じて、補助金を交付しないこととします。  

③ 事案の公表 

不正等があった場合、当該不正事案の概要（大学名、不正等の内容、講じられた措置の内

容等）について、原則として公表することとします。 

④ 新たに公募するプログラム選定時における確認 

不正等があった場合、新たに公募するプログラムを選定する際に参考として活用すること

とします。 

 

９．その他 

（１）学生等の安全確保 

   本プログラム選定後、学生等が海外で活動する場合は、安全確保に十分配慮し、定期的な状況

報告を受けることによって随時状況確認ができるような体制を確保し、派遣先大学等や派遣学生
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との連絡を密にしてください。特に、学生が海外に渡航・滞在する場合は、昨今の海外情勢を踏

まえ、本プログラム申請時から外務省海外安全ホームページ等を参考に海外渡航先の危険情報に

留意してください。また、海外での滞在期間が３か月未満の場合は、外務省海外旅行登録「たび

レジ」に登録することで、在留届（旅券法第１６条により、外国に住所又は居所を定めて３か月

以上滞在する場合は提出が義務付けられているもの）と同様に緊急情報の提供を受けることがで

きるので、派遣学生に対して、必ず「在留届」を提出又は「たびレジ」に登録するよう指導して

ください。 

派遣期間中に派遣・訪問予定先国（地域）もしくは近隣地域の危険度が引き上げられた場合は、

至急、派遣学生等の危険地域からの移動や派遣の中止等、必要な措置をとってください。 

 

（２）事業情報の公表等  

募集締切り後、申請大学名等を公表する予定です。また、選定された事業計画については、計

画調書についても公表する予定です。 

文部科学省において、事例集やパンフレットの作成、フォーラムの開催等に際し、選定された

大学に対して協力を求めることを予定しています。その際、作成した事例集等に関する著作権

は、文部科学省に帰属することになります。また、選定大学間の連携体制を構築するための連絡

会を設置する予定です。 

選定された大学は、補助期間終了後も、５年間、計画調書、毎年度の取組状況及び成果等を各

大学のウェブサイトで公表することとします。加えて、他の大学や学生を含め、広く情報提供す

るとともに、国内大学のグローバル化を先導する大学として情報発信に取り組み、高等教育の国

際化の推進、日本人学生の海外留学、外国人学生の受入の促進など積極的に取り組んでいただく

こととします。 
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１０．問合せ先等 

 

（１）問合せ先 

【公募要領及び事業内容、その他の問合せ先】 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

文部科学省高等教育局高等教育企画課国際企画室調整係 

                （大学の世界展開力強化事業担当） 

電 話：０３－５２５３－４１１１（内線３３５２） 

ＦＡＸ：０３－６７３４－３３８５ 

ウェブサイト： 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sekaitenkai/index.htm 

 

 

【計画調書及び審査・評価に関する問合せ先】 

〒102-0083 東京都千代田区麹町 5-3-1 

独立行政法人日本学術振興会人材育成事業部大学連携課 

大学の世界展開力強化事業プログラム委員会事務局 

電 話：０３－３２６３－１７４０ 

ＦＡＸ：０３－３２３７－８０１５  

ウェブサイト：https://www.jsps.go.jp/j-tenkairyoku/index.html 

（上記サイトから、提出調書の様式のダウンロードが可能です。） 

 

 

（２）スケジュール（Ｐ） 

  公募説明会           令和３年４月○日 

公募締切            令和３年６月○日（○）～６月○日（○） 

  日中韓大学間交流・連携推進会議 令和３年８月頃 

  選定結果通知          令和３年９月頃 

  交付内定（事業開始）      令和３年１０月頃 
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（別添１：事業一覧） 

 

国公私立大学を通じた大学教育再生の戦略的推進 

－大学教育再生戦略推進費－ 

 

令和３年度予算額（案） 128 億円 

 

■ 世界をリードする教育拠点の形成  

○ 卓越大学院プログラム 60 億円 

  

■ 革新的・先導的教育研究プログラム開発やシステム改革の推進等  

○ 知識集約型社会を支える人材育成事業 5 億円 

○ Society5.0 に対応した高度技術人材育成事業 3 億円 

○ 大学による地方創生人材教育プログラム構築事業 2 億円 

○ 持続的な産学共同人材育成システム構築事業 3 億円 

  

■ 大学教育のグローバル展開力の強化  

○ スーパーグローバル大学創成支援事業 33 億円 

○ 大学の世界展開力強化事業 10 億円 

－ アジア高等教育共同体（仮称）形成促進 （ 3 億円） 

－ アフリカ諸国との大学間交流形成支援 （ 1 億円） 

－ 日-EU 戦略的高等教育連携支援 （ 2 億円） 

－ COIL 型教育を活用した米国等との大学間交流形成支援 （ 2 億円） 

－ ロシア，インド等との大学間交流形成支援 （ 2 億円） 

  

■ 先進的で高度な医療を支える人材養成の推進  

○ 先進的医療イノベーション人材養成事業 8 億円 

－ 保健医療分野におけるＡＩ研究開発加速に向けた人材養成産学協働プロジェ

クト 

（ 2 億円） 

－ 医療データ人材育成拠点形成事業 （ 2 億円） 

－ 多様な新ニーズに対応する「がん専門医療人材（がんプロフェッショナル）」養成プラン （ 5 億円） 

○ 大学・大学院及び附属病院における人材養成機能強化事業 3 億円 

－ 課題解決型高度医療人材養成プログラム （ 3 億円） 

－ 基礎研究医養成活性化プログラム （ 1 億円） 

※補助金事業のみ記載しており，また，億円単位未満は四捨五入しているため，合計額は一致しない。 
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（別添２：申請制限対象プログラム） 

 

○ 令和２年度（２０２０年度）に実施した事後評価の結果により、令和３年度（２０２１年度）に

公募するプログラムに申請できない条件の対象となるプログラム 

選定年度 プログラム名称 

平成 26 年度

～28 年度 

大学教育再生加速プログラム 

平成 27 年度 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+） 

平成 27 年度 大学の世界展開力強化事業 

（中南米等との大学間交流形成支援） 

 

○ 令和２年度（２０２０年度）に実施した中間評価の結果により、令和３年度（２０２１年度）に

公募するプログラムに申請できない条件の対象となるプログラム 

選定年度 プログラム名称 

平成 26 年度 スーパーグローバル大学創成支援事業 

平成 30 年度 
大学の世界展開力強化事業 

（COIL 型教育を活用した米国等との大学間交流形成支援） 

平成 30 年度 

Society 5.0 に対応した高度技術人材育成事業 

（未来価値創造人材育成プログラム (a)超スマート社会

の実現に向けたデータサイエンティスト） 

平成 30 年度 医療データ人材育成拠点形成事業 

平成 30 年度 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 

（テーマ①：精神関連領域、テーマ②：医療チームによる

災害支援領域） 
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（別添３：経費の使途可能範囲） 

 

本プログラムの補助対象経費として支出が可能な経費は以下のとおりです。本プログラムの趣旨・

目的に沿って経費を使用するよう、留意してください。また、申請に当たっては、経費の使途の有効

性を十分に検討し、計画に見合い、かつ、補助期間終了後も取組が継続できるよう、補助期間におけ

る適切な規模の所要経費を算出してください。 

シンポジウムのための費用、広告費及び旅費等が、事業目的と照らして過大とならないよう特に注

意してください。 

経費の取扱いについては、別に通知する交付要綱、取扱要領等に従って適切に管理してください。 

 

【物品費】 

①「設備備品費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な設備備品の購入、製造、又は据付等の経費に使用でき

ます。例えば、遠隔教育のための情報機器の購入及び据付に係る経費が挙げられます。なお、

設備備品と消耗品の区別については、補助事業者の規程等に基づき行ってください。設備備品

の購入等に際しては、本補助事業の遂行に真に必要な場合に限るなど特に留意してください。 

 また、建物等施設の建設、不動産取得に関する経費については使用することができません。 

※設備備品費は、原則として補助対象経費の総額の７０％を超えないでください。 

②「消耗品費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な教育活動用又は事務用の消耗品の経費に使用できま

す。例えば、ソフトウェア、図書・書籍（学生の教科書など学生が負担すべき費用については、

補助の対象とはなりません。）、事務用品等が挙げられます。 

 

【人件費・謝金】 

①「人件費」 

本補助事業を遂行するために直接従事することとなる者の人件費に使用することができま

す。例えば、本補助事業において実施する英語による授業を担当するために採用した常勤教員

の基本給・通勤手当等の諸手当・法定福利費（事業主負担分）、留学生又は外国人教員とのコ

ミュニケーション支援や留学生への就職支援等に必要な専任の事務職員の基本給・通勤手当等

の諸手当・法定福利費（事業主負担分）等が挙げられます。 

なお、人件費の算定に当たっては、補助事業者の給与規程等に従ってください。 

②「謝金」 

本補助事業を遂行するために直接必要な、専門的知識の提供、情報収集、資料整理等につい

て協力を得た人に対する謝礼に要する経費に使用できます。例えば、留学生や日本人学生の

ＴＡへの採用、留学生への学習支援のために配置する教育支援員、講演等のために招聘した

学識者に対する謝金等が挙げられます。 

なお、謝金の算定は、補助事業者の規程等に従ってください。 

 

【旅費】 

本補助事業を遂行するために直接必要な国内旅費、外国旅費、外国人招聘旅費等に使用できま

す。執行に当たっては必要人数を十分精査してください。特に外国旅費の執行に当たっては、その

必要性に十分に注意してください。 

なお、旅費の算定は、補助事業者の規程等に従ってください。 

 

【その他】 
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① 「外注費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な外注※にかかる経費に使用できます。例えば、設備・

備品の操作・保守・修理（原則として当該事業で購入した備品の法定点検、定期点検及び日常

のメンテナンスによる機能の維持管理、原状の回復等を行うことを含む。）等の業務請負、通

訳・翻訳・校正（校閲）・アンケート調査等の業務請負が挙げられます。 

  ※外注費は請負契約によるものに限ります。委任契約によるものは下記⑥「その他(諸経費)の委

託費として計上してください。 

②「印刷製本費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な資料等の印刷、製本に要した経費に使用できます。例え

ば、会議資料、報告書、テキスト、パンフレット等の印刷製本に要した経費が挙げられます。 

③「会議費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な会議・シンポジウム・セミナー等を開催する際の飲食に

要する経費のうち、社会通念に照らして適切と認められるものに使用できます。例えば、飲料水、

お弁当、食事に要した経費（アルコール類は不可）が挙げられます。 

④「通信運搬費」 

本補助事業を遂行するために直接必要な物品の運搬、データの送受信等の通信・電話料等の経費

に使用できます。例えば、郵便、電話、データ通信、物品運搬等の通信、運搬に要する経費が挙

げられます。 

⑤「光熱水料」 

本補助事業を遂行するために直接必要な電気、ガス及び水道等の経費に使用できます。なお、本

補助事業に係る使用量が特定できる必要があります。 

⑥「その他（諸経費）」 

上記の各項目以外に、本補助事業を遂行するために直接必要な経費として、例えば、物品等の借

損及び使用にかかる経費、施設・設備使用料※１、学生・教職員に係る安全管理・危機対応関係費、

広報費、振込手数料、データ・権利等使用料（ソフトウェアのライセンス使用料等）、レンタカー

代、交通費（旅費規程により『旅費』に計上するものを除く。）※１、２、委託費※３などに使用でき

ます。 

また、他の大学機関等と協力する事業について、委託費として当該機関等で経費を使用すること

ができます。 

なお、本事業の遂行に直接関係のない経費（酒類や講演者の慰労会、懇親会等経費、本事業の遂

行中に発生した事故に要する経費（日本人学生の海外派遣、外国人留学生受入等に関する安全管

理・危機対応上の経費は除く、災害の処理のための経費等。）には使用することはできません。 

外注費、委託費については、事業の根幹をなす業務については使用できません。 

 

※１）学生支援のための経費として、交流プログラムの実施に伴う学生の受入・派遣に係る航空

券等や電車代等の交通費、ホテルの宿泊費、宿舎借上のための施設・設備使用料に使用す

ることができます。これらの使用に当たっては、大学が契約主体として航空券や宿泊施設

等を手配し、これに係る経費を負担した場合に限ります。なお、学生に直接必要な金銭等

を給付することはできませんのでご留意ください。なお、これらの学生支援のための経費

については、原則として補助対象経費の総額の３０％を超えないでください。 

※２）交通費として、本補助事業を遂行する上で必要となる旅費に該当しない近距離の交通費や

乗車回数券等に使用できます。 

※３）本補助事業を遂行する上で必要となる補完的な定型業務である場合、当該業務を委託

（委任契約によるものに限る。）することができます。なお、委託費は、原則として補

助対象経費の総額の５０％を超えないでください。 
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（別添４） 

 

ASEAN+3 学生交流及び流動性に関するガイドライン（仮訳） 

 

1. ビジョン 

ASEAN+3 各国は，次世代のための学生交流とバランスのとれた流動性の更なる促進を通じて，域

内の相互理解，平和，発展を目指す。 

 

2. 目的 

ASEAN+3 学生交流と流動性に関するガイドライン（以下，「ガイドライン」という。）は，質保

証を伴う学生交流のための基本的枠組みを提供し，ASEAN+3 各国の高等教育制度の発展促進を目

的とする。 

ガイドラインは，ASEAN+3 域内の学生交流とバランスのとれた流動性を促進するための関連プロ

グラム（以下，「プログラム」という。）への参照文である。 

各国は，ガイドラインの使用を促進するための可能な支援策を開発するよう促される。 

 

3. 参加 

各国は，ガイドラインを大学及びその他の高等教育機関に周知すべきである。 

ASEAN+3 の国がガイドラインのもとで学生交流の枠組みに参加する際には，政府，政府に指名さ

れた主体又はその両方において担当が指名されるべきである。 

大学又はその他の高等教育機関がガイドラインのもとで学生交流の枠組みに参加する際には，上

記担当はその機関を是認すべきである。 

政府，政府から指名された他の主体又はその両方及び参加機関は，ガイドラインの全ての文言に

従うよう促される。 

 

4. 学生交流及び流動性 

ASEAN+3 域内で学生交流プログラムを作成し運営する際は，下記の項目が考慮されるべきである。 

 

4.1 学習期間及びプログラムの種類 

ガイドラインのもと，学生交流の学習期間及びプログラムの種類は，以下のとおり分類される。 

 

4.1.1. 学習期間 

(a) ３か月未満 

(b) ３か月以上６か月未満 

(c) ６か月以上 12 か月以下 

(d) 12 か月より長期間 

 

4.1.2. プログラムの種類 

(a) 学位取得型 

(b) 単位取得型 

(c) その他 

 

4.2 学生のレベル 

学部又は大学院レベル 
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4.3 言語 

望ましい教授言語は英語であるが，その他の言語も可。 

 

4.4 学問分野 

学問分野は，連携機関双方の希望，状況及び合意に基づき，連携機関の間で決定されるべきであ

る。分野は限定されないが，便宜上以下のとおり分類される。 

(a) 教育学 

(b) 人文科学，芸術 

(c) 保健と福祉 

(d) 社会科学，商学，法学 

(e) サービス 

(f) 工学，製造，建築 

(g) 生命科学 

(h) 物理科学 

(i) 数学と統計学 

(j) コンピューティング 

(k) 農学 

(l) その他 

 

4.5 参加学生の選定 

学生の選定基準は，派遣大学と受入れ大学との間で作成され合意されるべきである。バランスの

とれた流動性が望ましい。 

 

5. 単位及び単位互換制度 

参加国と大学との合意に基づいて，派遣大学はアジア太平洋大学交流機構（UMAP）の単位互換制

度（UCTS），ASEAN 単位互換制度（ACTS），ヨーロッパ単位互換制度（ECTS）といった国際的に

認識されている単位互換制度にしたがって，単位互換できる制度を整えることが促される。受入

れ機関での取得単位は，派遣機関で認定されることが促される。 

 

6. 質保証 

6.1 政府 

各国の政策のもと，参加国の政府は質保証を伴う学生流動性を促進し，自国の質保証機関に

ASEAN+3 内の関連機関との情報交換及び協力を行うよう促すべきである。 

 

6.2 大学又は学習プログラム 

大学，学生交流のための学習プログラム又はその両方は，認証機関及び評価機関によって公的に

適格認定され，評価を受けることが促される。 

 

7. 費用及びその他の責任 

資金及びその他の支援は，関係者，政府，大学，その他の関係機関全体で下記の原則のもと考究

される。 

 

7.1 資金 

参加学生への資金援助は，下記の項目に限定されないが，学生交流プログラムの種類（例えば，

政府予算のプログラムか，機関レベルの任意の学生交流プログラムか），関係者の能力及び条件
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に基づいて考究されるべきである。政府は，大学及び関連機関が自国の政策の下で下記の支援を

行うよう促すべきである。 

派遣国（政府，大学，その他関係機関） 

・受入れ国への渡航費の援助 

・国際的な健康保険の提供 

・滞在費の支給 

受入れ国（政府，大学，その他関係機関） 

・授業料の免除 

・奨学金，研究費又はその両方の提供 

 

7.2 学生支援 

学生支援は，下記の項目に限定されないが，関係者の能力及び条件に基づいて考究されるべきで

ある。政府は，大学及び関連機関が自国の政策の下で下記の支援を行うよう促すべきである。 

 

派遣国（政府，大学，その他関係機関） 

・奨学金，研究費又はその両方に関する情報の提供 

・出発前の学生向けオリエンテーションの実施 

受入れ国（政府，大学，その他関係機関） 

・学習プログラム，入学条件，登録手順，学事暦といった必要情報を英語でウェブサイトに掲載 

・留学生向けハンドブックの作成 

・滞在ビザ取得のための支援 

・出発時及び到着時の送迎手配 

・到着後の学生向けオリエンテーションの実施 

・住居を探すための支援 

・基本的医療の提供 

・留学生向けのバディ・チューター制度及び留学生向け国際アドバイザー制度の創設 

 

8. モニタリング 

毎年 ASEAN+3 教育分野高級実務者会合に合わせて運営委員会を開催する。 

各国は，国内のプログラムをモニターし，統計データ，優良事例，学生のレポートを含む関連情

報を集めるよう促される。 

上記の情報は，各国の法規及び状況に基づいて，２年ごとに開催される ASEAN+3 教育大臣会合に

報告されるとともに，ユネスコ「アジア・太平洋地域における高等教育の資格の認定に関する地

域条約」の条文に基づき設立される各国の国内情報センターといったウェブサイト，その他政府

に指定されたウェブサイト又はその両方で提供される。 

 

留意事項 

更に次の成果が期待される。 

・「単位互換制度の比較表を含む留学証明のためのガイドライン」を ASEAN+3 域内で作成。 

・学業成績及び学事暦といった ASEAN+3 各国で異なる制度に関する比較表の作成。 

・各国の学生交流に加え，研究者，教員，職員の一層の国際交流促進。 

 

 

※このガイドラインの正本は，平成 28 年５月 26 日 ASEAN+3 教育大臣会合決定の英文であり，

上記は事務局による仮訳である。 
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2018 年第 4 回 ASEAN+3 教育大臣会合承認 

 

 ASEAN+3 留学生の学修履歴のための成績証明書及び補足資料に関する 

ガイドライン 
 

1. ビジョン 
ASEAN+3 加盟国は、次世代のための、質の保証を伴った学生交流や高等教育のバラン

スの取れた流動性の促進を通じた、地域内の相互理解、平和、そして持続可能な開発の達

成を切望している。 
 

2. はじめに 
『ASEAN+3 留学生の学修履歴のための成績証明書及び補足資料に関するガイドラ

イン（以下、「ガイドライン」）』は、ASEAN+3 加盟国内でのバランスの取れた質保証を伴

った学生交流の促進のために設計されたプログラム（以下、「プログラム」）の下で学習す

る交換留学生の「成績証明書及び（または）補足資料（以下、「成績証明書等」）」において

提供されるべき情報を提言することを目的としている。 
本ガイドラインの策定は、高等教育の流動性・質保証ワーキンググループの更なる成果

として、第 3 回 ASEAN+3 教育大臣会合で承認された、『ASEAN+3 学生交流と流動性に

関するガイドライン』において提案された。 
本ガイドラインでは、一般的に 1 学年未満の期間で履修単位を取得することを目的とし

て海外の大学で学んでいる学生を「交換留学生」と定義している。本ガイドラインに拘束

力はないが、各国においては、本ガイドラインの利用を促進するために可能な支援方法を

模索することが奨励されている。 
 
3. 目標と期待される成果 

派遣先大学は、すべての交換留学生に対して速やかに成績証明書等を提出しなければな

らない。派遣先大学は、ガイドライン次の点に留意して、本ガイドラインの“4 成績証明書

等への記載が推奨される情報と、成績証明書及び補足資料の説明”に従って成績証明書等

を発行するよう奨励されている。 
・成績証明書等は、派遣先大学における学生の学習経験に関する、関係性と透明性の高い

情報を提供するものであること。 
・成績証明書等は、派遣元大学での学生の学修履歴の認証と可能な単位互換の認定をより

速やかに行うことを可能にするものであること。 
・その際、成績証明書等は、学生が公平に評価され、海外での学修履歴が認証されること

を可能にするとともに、不合理な単位損失から学生を守ることができるものであること。

これは、将来の交換留学生の意思決定にも寄与する。 
これらの目的のために、派遣先大学は以下の項目を成績証明書等に含め、コース/科目内

容の透明性と質を保証することが奨励される。 
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2018 年第 4 回 ASEAN+3 教育大臣会合承認 2

4

． 成績証明書等への記載が推奨される情報と、成績証明書及び補足資料の説明 
成績証明書等は、補足資料も含め、英語で書かれているか、派遣先大学と派遣元大学と

の間で合意された言語で書かれていることが望ましい。これらには以下の情報が含まれて

いることが望ましいが、内容は派遣先国の状況に応じて変更可能である。関連情報が含ま

れているシラバスを添付することで、他の書類の代替とすることも可能である。 
 

番

号 
成績証明書等への記載が

推奨される情報 
項目の説明 

セクション 1: 成績証明書等所持者についての情報 
1.1 氏名 学生本人の正式な姓及び名（パスポート、身分証明

書等に記載されている氏名）を記載する。 
1.2 誕生日 生年月日を記載する。 
1.3 学生の教育段階 学部生・大学院生の別といった教育段階を記載する。 
1.4 派遣元大学名及び国名 当該学生の派遣元大学の大学名及び所在国を記載す

る。 
セクション 2: 派遣先大学での学習プログラムについての情報 
2.1 派遣先大学名及び国名 派遣先大学の大学名及び所在国を記載する。 
2.2 派遣先の学部・学科・専攻

名 
派遣先の学部・学科・専攻名を記載する。 

2.3 派遣先大学での学籍番号 学籍番号を記載する。これは派遣先大学で特定のプ

ログラムを履修している学生個人を特定するもので

ある。 
2.4 履修プログラム名 履修プログラムの正式名称を記載する。履修プログ

ラムが大学間協定等に基づくものであれば、その協

定等の名称も記載する。 
2.5 プログラムの期間 プログラムの公式な履修期間（何週間あるいは何ヵ

月という単位）を記載する。これは、プログラムの開

始日時及び終了日時を、中間に休暇がある場合はそ

の情報も含めて、示すことで対応できる。 
2.6 講義での使用言語 プログラムで使用され、学生評価に利用された言語

を記載する。 
セクション 3: 内容と得られた成果に関する情報 
3.1 コース名／科目名 学期編成に関する情報と共に、履修したコース名／

科目名を記載する。 
3.2 コース／科目の種類 履修したコース／科目の種類（講義、実習、フィール

ドワーク等）を記載する。 
3.3 成績 

 
プログラムの各コース／科目で（学生が）実際に得

た成績のリストを記載する。該当する場合は、コー

ス／科目が必修・選択のどちらであるのかを明記す
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る。 
3.4 単位数 コース／科目の履修により取得できる単位数を記載

する。 
セクション 4. 単位制度と成績評価の方法 
4.1 学修量（該当する場合） 教室での授業時間数と、宿題、試験の準備、レポート

の作成など、学生が教室外で費やす自習時間数の合

計時間を学修量として記載する。 
※関連する国の規則がある場合は、それについても

言及する。 
4.2 授業時間数（実習・実験等

を含む） 
学生が授業に出席する時間などの、正確な授業時間

数を記載する。リーディング・ウィーク（試験準備期

間）と期末試験週の学習時間は除外する。 
※関連する国の規則がある場合は、それについても

言及する。 
4.3 成績評価の方法と合格/不

合格の明確な基準 
成績評価の方法と合格／不合格に関する情報を記載

する。例えば、それぞれの成績が 100 点満点の場合

どの程度の点数に該当するか、及び合格のための最

低条件（例えば 50 点）等を記載する。 
4.4 単位互換制度（該当する場

合） 
AUN-ACTS、UCTS、ECTS などの国際単位互換制

度を活用している場合は明記する。 
4.5 その他の関連情報 単位制度や成績評価の方法に関しての特記事項（評

定の意味や、絶対評価制度か相対評価制度かについ

てなど） 
セクション 5. 補足情報（該当する場合） 
5.1 学習成果 学生がコース／科目を通じて達成した学習成果を記

載する。シラバスなどに学習成果に関する情報が含

まれている場合（強く推奨）は、この項目を省略でき

る。 
5.2 インターンシップの経験 該当する場合（大学に情報がある場合）は、組織名、

種類、期間、活動頻度を記載する。 
5.3 奨学金 該当する場合（大学に情報がある場合）は、奨学金の

名称と寄付者/創設者を記載する。 
5.4 派遣先大学の種類 国立、私立といった大学の種類について記載する。 
5.5 派遣先大学の認証評価状

況に関する情報 
最新の認証評価の年／月と、それを担当した認証評

価機関の名称を記載する。 
5.6 その他の関連情報 キャンパス情報、学位の授与、学生の語学能力など、

記載できる追加情報があれば記載する。 
セクション 6: 成績証明書が正式なものであることの証明 
6.1 日付 成績証明書が発行された日付を記載する。この日付
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は学習プログラムが終了した日と同じである必要は

ない。 
6.2 署名 学籍担当職員、学部長、事務局長など、成績証明書を

証明する担当者の氏名を記載し、署名する。 
6.3 公印 

 
成績証明書が本物であることを証明するための派遣

先大学の公印を押印する。 
6.4 連絡先 派遣先大学の連絡先を記載する。 
補足 
派遣先大学で受講するコース／科目のシラバスを添付することを強く推奨する。紙の文

書又は(ウェブサイトの)リンクのどちらでも構わない。 
シラバスの情報は、コース/科目の責任者が作成した書簡など、他の手段で補完すること

ができる。 
参考文献 

- UNESCO (1997), Diploma Supplement.   
- Malaysian Qualification Agency (2007), GUIDELINES: Malaysian Qualification 

Statement (MQS),  
- ASEAN University Network, ASEAN University Network Student Mobility 

Transcript of Record 
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参考１: 単位互換制度の換算表 
単位互換制度には、ASEAN 単位互換制度（AUN-ACTS: Asian Credit Transfer System 

by ASEAN University Network）、UMAP 単位互換方式（UCTS: UMAP (University 
Mobility in Asia and the Pacific) Credit Transfer Scheme）、欧州単位互換制度（ECTS: 
European Credit Transfer and Accumulation System）、ラテンアメリカ単位証明制度

（CLAR :Latin American Reference Credit）、単位累積互換方式（CATS :Credit for 
Accumulation and Transfer Scheme）、など様々な種類がある。 
加えて、アジア単位互換枠組 (ACTFA : Academic Credit Transfer Framework for Asia)

のように、既存のシステムの間で適用できるような単位互換枠組も開発中である。下記の

互換表は、これらの異なった単位互換制度の比較の際の参考として有用である。 
 

国・地域と制度 
【アジア(ACCs*1)】 
ACD-ACTS, 
AUN-ACTS *2, UCTS 

【米国】 
 

【ヨーロッパ】 
ECTS*4 

【ラテンアメリ

カ】 
CLAR*4 

単位換算 1 credit point ≒1credit ≒1.5 ECTS ≒1.5 CLAR

学生の学修量 38-48 hours *3 ≒45 hours *3 37.5-45 hours 37.5-45 hours

授業時間数（学術的規則上の

1 時間若しくは単位時間を単

位とする） 
13-16 *3 ≒15-16 *3 ------------- -------------

*1: アジア学術単位（AACs）は、堀田他（2010）による『ACTS(ASEAN Credit Transfer 
System)と各国の単位互換に関する調査研究』に基づいたアジアの学術界に存在する単位(互
換)制度を包括的に理解するための仮の概念である。 

*2: AUN の ACTS スキームの中で、協定大学は、合意された「全ての提案されたコース/科目の

学習成果」と学習合意文書に基づき、学生の単位互換を行う。 
*3: 学修量には、教室での授業時間数と自習時間が含まれている。 
*4: 1ECTS=1CLAR=25~30 時間の学修量 
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項目1 : 成績証明書所持者についての情報

項目2 : 派遣先大学での学習プログラムについての情報

項目3 : 内容と得られた結果に関する情報

※

項目4 : 単位制度と成績評価の方法

A+
B
A

3
3
3

1学期

学修量は、1単位につき48時間
（比率　講義1：自習2）

※これは国の規則で定められている

授業時間は、1単位につき16時間
※これは国の規則で定められている

3. 成績評価の方法と合格/不合格の明確な基準
A：秀 90-100% 、B+：優 80-89%、, B：良 70-79%、 C+ 可上 60-69%、C：可 50-59%、F：不可 50%
以下
4. 単位互換制度

UMAP単位互換方式

2016/2017 学年歴　1学期 2016/6/14～2016/10/14
2016/2017 学年歴　2学期 2016/12/14～2017/4/14

1. 学修量 2. 授業／学習時間数

             A
P

T
大

学
　

　
　

2
0

1
2

年
創

立
1. 氏名 2. 生年月日

Asia Anne GREEN 2000/7/23

3. 学生の教育段階 4. 派遣元大学名及び国名
学部生 東南アジア大学、タイ

1.派遣先大学名及び国名

1. コース名 2. 種類 3. 評価 4. 単位数

4. 履修プログラム名

AG1122023

学期/期間

マクロ経済（必修）
アジア経済史（必修）
国際化と教育（選択）

講義
講義
講義

参考2: 交換留学生用成績証明書（例）

2. 派遣先の学部・学科・専攻名
APT大学、フィリピン 経済学部

3. 派遣先大学での学籍番号

2016/6/14～10/14（1学期） 英語

APT大学と東南アジア大学の間の大学間交流協定に
基づく交換留学プログラム

5. プログラムの期間 6. 講義での使用言語

5. その他
特になし

この項目に記載される情報は、各国の法
令等に基づき変更可能
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項目5 : 追加情報 （該当する場合）

項目6 : 成績証明書の公的証明
日付 署名

公印

APT大学
 20 Angela Blvd.Metro, Manila, Philippines
+63(0)2-567-8910

             A
P

T
大

学
                       2

0
1

2
年

創
立

1. 学習成果 

別添、コース／科目のシラバスを参照のこと

※シラバスが使用できない場合
　［アジア経済史］
アジア経済発展の軌道を理解する。経済理論の適用して、アジアの経済成長の源泉を理解する。

2. インターンシップの経験
2016年7月から2か月間、週に1回、マイクロファイナンス機構でインターンシップを実施。

3．奨学金
2016年10月にAPT大学から300USDの最優秀学生（学期）奨学金を受賞した。

2017/8/15
Plums Asean
Dean of the Department of Economics

住所 :
Tel :

※この書類は、学籍担当職員、学部長、又は事務局長の署名及び、機関の公印がない限り有効で
はない。

4. 派遣先大学の種類
私立大学

5. 派遣先大学の認証評価状況に関する情報
APT大学は2015年4月にフィリピンの国立認証機関から認証を受けた。

6. その他
2016年9月には、週に1回、「こどものための国際援助」と協力してボランティア活動を行った。
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参考３ : 派遣先大学での開講コース／科目のシラバス例 

APT 大学 2012 年創立 

コース名: 国際化と教育  /  ジョン・グリーン 

コースの目的 / 概要 
本コースは、フィリピンの国内外における学校教育の現状、特に教育分野における国際化の影響のも

とでの現状について、理解を深めることを目的とする。持続可能な社会の推進と実現に教育がどのよう

に貢献できるかについて特に注目しつつ、学校教育について理論的、制度的、実践的な側面から議論を

行う。 
*キーワード: 国際化、持続可能な開発のための教育（ESD）、学校教育 

国際化と教育 
学期 第 1 学期 
開講時限 火曜日 1 限目、金曜日 2 限目 
単位数 3 単位 
対象年次 2、3 年次 
他学部生の受講の可否 可 
教室 A 棟 / 201 号室 
講義言語 英語 
授業形態 講義 
スケジュール 1. 本コースの紹介 

2. 国際化と教育 
3. 国際教育ネットワークと言説 
4. 教育の国際モデルと国際機関 
5. 持続可能な開発のための教育(ESD) 
6. 現地における教育の背景と人々の国際的な流動性 
7. まとめ 

授業方法 各学生は課題図書を選択しクラスで発表を行う。発表を基に、課

題図書で挙げられている諸問題に関する議論を行う。また、各学生

は予習としてそれぞれの課題図書に関する小論文を執筆する。 
評価方法 最終レポート (30%)、教室での発表 (30%)、課題図書に関する小論

文 (20%)、教室での議論への参加・貢献度 (20%) 
必須教科書 Chris Smith (2011) Globalization of Education. 

Kuala Lumpur: Future 
参考文献 講義内で指示 
受講にあたっての留意点 議論への積極的な参加が期待される。 
コースに関するホームページ https://u-apt.ac.ph//en/index.html 
その他 受講前にコースに関するホームページを確認すること。 
研究室連絡先 +63-90-1234-5678 
E-mail アドレス johngreen@u-apt.ac.ph 
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